高年齢層職員の昇格抑制に関する人事院規則改正に対する見解
（1）人事院は本日12月10日、2012人事院報告に基づき、高位号俸から昇格した場合の俸給月額の増加額を2013年１月から縮減するとの人事院規則の改正を行った。

（2）自治労・公務員連絡会は2012人事院勧告期の人事院との協議の場において、高齢層職員の給与が給与改定・臨時特例法により減額されている中にあって、来年１月から、拙速かつ一方的に高齢層職員の給与引下げを強行しようとするものであり、遺憾とし、勧告後も引き続き2012人事院勧告・報告を実施するための、給与法及び人事院規則を改正しないよう、政府・人事院に繰り返し求めてきた。

（3）政府は11月16日閣議において、「今回の人事院勧告で指摘されている昇給制度の見直しを含めた高齢層職員の給与水準の見直しについては、世代間の給与配分の適正化や雇用と年金の接続の観点から幅広く検討を行い、給与減額支給措置期間が終了する平成26年（2014年）４月から実施する方向で、平成25年（2013年）中に結論を得るものとする。」とした。2012人事院勧告を実施するための給与法改正案を国会に提出しないこととしたことは、当然のことであり、「高位号俸から昇格した場合の俸給月額の増加額の縮減」に関しても、2013年中に幅広く検討、協議を行うべきである。
（4）公務員連絡会との十分な交渉・協議を行わず、人事院が規則改正に踏み切ったことは、拙速かつ一方的に高齢層職員の給与引下げを強行しようとするものであり、残念と言わざるを得ない。

（5）自治労は、2012確定闘争に引き続き、2013春闘期にかけて、国に準じた昇格制度の見直しを「実施させない」取り組みを強める。
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